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はじめに 

 

 平成７年１月 17 日に発生した阪神・淡路大震災、平成 23 年３月 11 日に発生した東日本大震

災、令和６年１月 1 日に発生した能登半島地震では、それぞれ過去に例をみない広域かつ甚大な

被害をもたらした。 

 これらの災害による教訓を踏まえ、これまで国においては、緊急消防援助隊、警察災害派遣隊

（警察）、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）、応急危険度判定士派遣制度など、全国的な専門人材

の応援システムの整備が進められたほか、災害対策基本法が改正され、地方自治体が地域防災計

画を策定する場合、他の者から受援できるよう配慮することが規定された。 

 和歌山県においては、和歌山県広域受援計画や和歌山県保健医療計画等、支援を受ける側の動

きを定めた計画が策定されている。 

 本市においても、「南海トラフ巨大地震」や「東海・東南海・南海３連動地震」の発生が懸念さ

れており、和歌山県から被害想定も発表されているなかで、発災後の応急対策や復旧・復興活動

は困難を極めるものと予測される。 

本市には、過去に起こった災害の被災地への支援経験のある職員は多数いるが、本市が支援を

受けた経験がない。そのような中、被災自治体や支援経験のある職員へのアンケート、防災関係

機関も交えたワークショップを通じ、「支援」を効果的に生かすために、支援を受入れることを「受

援」と定義し、「支援」の在り方だけでなく、あわせて「受援」の在り方も表裏一体のものとして

考えることが重要であると認識した。また、望ましい受援体制を事前に整備し、発災時に円滑に

運用するためには、あらかじめ具体的に受入れにかかる事項を明文化しておく必要があるという

認識に至った。 

 このことから、本市では、今後発生が予想される「南海トラフ巨大地震」や「東海・東南海・南

海３連動地震」をはじめとする大規模災害に備え、業務単位で支援を効果的に受け入れるために、

「海南市受援計画」を策定した。 
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第１章 総則 
 

第１節 計画の目的 

  

 災害救助法が適用されるような大規模災害時には、膨大な災害対応業務が発生するとともに、

継続すべき経常業務に対応しなければならないが、その一方で、庁舎の被害や職員の被災などに

よって行政機能が大幅に低下することが想定される。 

 「海南市受援計画（以下、「受援計画」という。）」の前提となる災害想定については、被害を最

大限に想定する必要があるため、南海トラフ巨大地震の想定を基本とする。 

 また、受援計画策定の目的は、受入体制や支援を要する業務などを事前にかつ具体的に定めて

おくことで、被災による行政機能の低下や発災時の混乱期においても躊躇なく早期の応援要請を

可能とし、他の自治体や関係機関、民間事業者、ＮＰＯ、ボランティアなどの外部からの支援を

最大限に活かすことにより、効果的な災害応急対策の遂行と、迅速かつ円滑な被災者支援の実現

を目指すものである。  

 なお、自衛隊、警察災害派遣隊、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）等の全国規模で展開する専

門部隊については、災害対策本部と連携して被害状況を把握し、規定の応援制度に基づき応援活

動を行うことから、受入に関しては、必要に応じて情報、活動拠点の提供などの後方支援の体制

のみを示すこととする。 

 また、受援計画策定後は、庁内各部局に内容を周知すると同時に、その重要性について十分認

識をもってもらう必要がある。さらに、図上訓練や実動訓練を通じて、受援計画の内容を発展、

充実させ、実効性の高いものとしていくこととする。 
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第２節 計画の位置づけ 

 

（１）地域防災計画との関係 

 受援計画は、地域防災計画の下位計画とし、地域防災計画「本編 第２部 予防・事前復興 

第２章 災害応急活動の体制づくり 第１節 防災組織及び活動体制の整備 ２．災害時におけ

る組織体制・受援体制の整備」及び「本編 第３部 災害応急対策 第１編 自然災害 第１章 

活動体制の立ち上げと全体調整 第８節 受援体制の確立」を根拠として策定した。 

 地域防災計画に定められている災害時行動マニュアルでの業務の進め方を前提に、受援計画で

は、応援を受ける業務を対象として、それぞれの「応援要請」、「応援受入」、「応援終了」を

中心にそれぞれの業務フローを具体的に定める。なお、業務には地域防災計画に基づいた緊急業

務とともに業務継続計画（ＢＣＰ）に基づいて継続すべき経常業務も含めている。 

 また、各業務の応援受入体制について、各業務ごとの受援シートにて具体的に定めることによ

り、受援計画を実効性のある独立した計画として策定することとした。なお、受援計画の策定に

伴い、地域防災計画において修正が必要となる部分については、地域防災計画に反映させること

とする。 

 

 
図-１ 受援計画の位置づけ 

 

（２）計画の構成 

本計画は、「人的支援受入」、「物的支援受入」及び「災害場ランティア受入」の３つの柱で構

成する。 

「人的支援受入」については、地域防災計画や業務継続計画に定める業務を災害発生時に円滑

に実施するため、外部からの応援を最大限活用できるよう 事前に作成し、地域防災計画とＢＣ

Ｐを下支えするものである 。 

また、「物的支援受入」については、国や他の自治体、物資供給に関する協定を締結している

民間企業等 （以下 「協定企業等」という。）から提供される救援物資を円滑に住民へ届けるた

め、物資の調達から受入れ、住民への提供に至るまでの業務内容等を整理するものである。 

  

海南市地域防災計画

海南市受援計画

個別事案対応マニュアル

（関連計画）

海南市業務継続計画（ＢＣＰ）

海南市緊急消防援助隊受援計画

海南市事前復興計画

・本編 ・災害時行動マニュアル ・資料編
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第３節 計画策定の考え方 

 

（１）受援に必要な組織整備 

平時の行政事務においても人事管理や物品管理・出納の業務は行っているが、災害時に大量の

要員を動員することや、外部からの応援要員・救援物資の受入や管理は行っていないため、受援

を統括する組織がないと、災害対応時に各班・プロジェクトが個別に応援を受け、全体の把握が

できなくなったり、被災地のニーズが迅速かつ的確に応援部隊に伝わらない等の弊害が出ること

が予想される。 

 大規模災害時には、災害対策本部事務局内に応援受入本部を設置することで、本部の方針の伝

達や現場ニーズの吸い上げ等の迅速な対応を行うこととする。このように応援受入本部が受援を

統括することによって、全体の把握、各班・プロジェクトへの需給調整の円滑化を図ることとす

る。 

 

（２）受援業務の明確化 

支援を効果的に活用するため、支援を受ける業務の内容を明確化することとする。 

 災害時の業務には、経常業務の延長線上の業務と、平時は行われていない災害時特有の業務が

あることから、「応援を求める業務」（任せる業務）について明確化し、法に基づき業務の代行

を依頼する場合、特定の避難所やエリアを任せる場合、既存組織の一員として職員の指揮命令の

もとで業務に従事してもらう場合など、職員が関与する度合に応じた業務の「任せ方」を定め、

支援の効果を高めることとする。 

 

（３）実行可能な連絡体制 

 大規模災害時には、迅速かつ的確に対策を進めるために、スムーズに応援要請等を実施できる

ように連絡体制を確立しておく必要がある。 

 ついては、毎年４月に各部・プロジェクトより「連絡体制等調整票」を用いて、協定先と情報

交換し、平時から連絡体制を確立することとする。 
 
➣資料編 様式9 連絡体制等調整票 

➣協定一覧 

 

（４）早期の応援要請 

 大規模災害時には、迅速かつ的確に対策を進めるために、まずは災害の規模を把握することに

努め、本市単独で対応可能なのか応援要請が必要かどうかを早期に判断し、応援要請が必要と判

断した場合は、災害救助法の適用が決定されていない段階や決裁手続がとられていない場合でも

応援要請を躊躇せず、早急に行うこととする。また、被害の全容が把握できない場合であって

も、既に被害が対応能力を超えた時点で、和歌山県に対して包括的な応援要請を行うこととす

る。 
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（５）積極的な情報発信 

情報については、事前に受援シート及び業務フローを公表し、受援対象業務を周知するとと

もに、発災後の適時適切な時期に、外部に対して積極的に公表していく必要がある。この観点

から、発災時には被災者と被災地に関する情報収集が重要となる。 

応援を要する内容は、災害の発生時期や時間の経過とともに変化し、的確かつ即自的な情報

収集が求められることから、被害状況や支援ニーズ、受入体制などの収集した情報は、報道機

関等を通じて迅速に情報提供を行うこととする。 

また、報道機関への情報提供にあたっては、下記内容に留意することとする。 
 

 

（６）応援の受入 

 応援の受入については、支援の必要な業務に関して、「任せ方」を明確にした受援シートと応

援要請から応援終了までの業務フローを作成し、的確に応援を受入ることができるようにしてお

くこととする。なお、受援シート、業務フローについては、支援経験のある本市職員や被災自治

体を対象に実施したアンケート、防災関係機関も交えたワークショップにより得た４つの視点

（①情報処理活動、②指揮調整体系、③現場対応環境、④民間との協力関係）を重視したものと

なっている。 

 また、受入後においては、受援担当者は、応援部隊も含めた全体業務の指揮・コーディネー

ト、庁内調整などの業務に専念することを基本とし、受援担当者や応援職員への決定権を大幅に

委譲することとする。 

  
➣資料編 資料-1【総則】 ワークショップ、被災地へのアンケート結果 

  

①災害対策本部事務局に情報提供窓口を一本化させ、情報内容に行き違いがないようにする。 

②定時に記者会見を開催し、発信したい情報を積極的に広報する。 

③必要に応じて地図等の補助資料を用いて分かりやすく説明する。 
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第４節 計画の発動時期・対象期間 

 

（１）計画の発動時期 

 他の自治体から先遣隊が派遣されてくることを想定して、大規模災害時に受援計画を発動する

時期について次のように定める。 

 

 

（２）計画の対象期間 

 対象期間は、混乱が予想される「発災時から１ヵ月」を目安とする。 

 ただし、応急仮設住宅、被災者生活再建支援、災害廃棄物処理、市有施設の改修などに関する

業務など復興期にピークを迎える業務についても、１ヵ月以内にスタートするため、これらの業

務についても受援計画の対象とする。 

 

 

第５節 計画の追加・修正と習熟及び関連計画との連携 

 

 本計画については、南海トラフ巨大地震を想定したものとなっており、今後、風水害、大規模

事故等についても必要性を含め検討していくこととする。 

また、ＰＤＣＡ（Ｐｌａｎ－Ｄｏ－Ｃｈｅｃｋ－Ａｃｔｉｏｎ）サイクルを活用して、訓練を重ねな

がら、国の新しい制度や知見などの情勢の変化に伴う時点修正も含め、マニュアルを絶対視する

ことなく常に見直していくこととする。 

その習熟のために、各課においては、研修・訓練等を通じて個別事案対応マニュアルに受援計

画の内容を反映させ、理解を深めていくこととする。また、地域防災計画において修正が必要と

なる部分については、地域防災計画に反映させることとする。 

 

 

  

①市内で震度５強以上の地震を観測したとき 

②大津波警報又は津波警報が発表されたとき 

においては、自動的に地震警報配備体制、（大）津波警報配備体制が発令され災害対策本部を立ち  

上げることから、被害規模によって応援要請の必要性を災害対策本部会議で検討することとする。  
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第２章 人的支援受入計画 
 

 

第１節 応援受入本部の構成と役割 

 

（１）応援受入本部の構成 

大規模災害時における応援を円滑に受入るため、応援受入の総合的窓口として「応援受入本

部」を災害対策本部事務局内に設置することとし、応援受入本部の構成は下記のとおりとする。 

 

 

なお、応援が必要な業務ごとに受援担当者（主担当・副担当）２名を定めることとし、連絡調 

整責任者は、各班・プロジェクト長とする。 

 

（２）応援受入本部の役割 

応援受入本部の役割については、下記のとおりとする。 
 

 

また、応援受入本部は、災害対策本部と連携して下記業務を実施することとする。 
 

 

 

（３）各班・プロジェクト受援担当者の役割 

 

 

  

①指揮者・・本部総務班（課長級職員１名） 

②事務局・・本部調整班・本部総務班（班長級職員２名、担当職員２名） 

① 応援自治体や企業等民間からの連絡を最初に受ける総合的な窓口 

② 担当班等が不明確な業務について、関係する各班・プロジェクトへの取次 

③ 応援自治体・機関の現地支援本部との連絡調整や現地支援本部の災害対策本部への受入の

調整 

① 定期的な全体調整会議の開催 

② 応援受入に伴う業務間の調整 

③ 各班・プロジェクトからの要請に基づく応援要請 

④ 宿舎・野営地など各班・プロジェクト間における資源の調整 

⑤ 被害状況及び応援を要する業務の情報提供、情報発信 

① 各班・プロジェクトの人的受援に関する状況把握・とりまとめ 

② 各班・プロジェクトの人的受援に関する管理 

③ 応援人員のアテンド 

④ 本部総務班との調整(各班・プロジェクト長) 
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※各班・プロジェクトが協定締結先に直接依頼する場合は、応援受入本部に「様式2 応援要請報告書」を提出する

こと。 

 

図-２ 応援受入本部の位置づけ 

  

和歌山県・各市町村・協定先機関等

③応援要請・情報提供 ④先遣隊派遣・応援派遣

①応援要請 ⑥配置調整・応援部隊の取り次ぎ

各班・プロジェクト（受援担当者）

（連絡調整責任者：各班・プロジェクト長）

本部調整班

本部総務班

②⑤報告

災害対策本部

応
援
受
入
本
部
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第２節 受援対象業務の選定 

 

 受援対象業務の選定方法は、下記フローに基づき、業務ごとに受援シート・業務フローにて定

めておくこととする。 
 

①地域防災計画及び業務継続計画の確認 

  地域防災計画「第３部 災害応急対策」及び「第４部 災害復旧・復興」には、各時

期の必要な業務を定めていることから、これらを確認する。 

  業務継続計画（ＢＣＰ）には、発災後も継続する必要がある業務及び休止する業務を

定めていることから、これらを確認する。 

 
②受援を要する業務の選定 

  地域防災計画にある各時期の必要な業務のうち、発災時から１ヵ月を目安として、本

市ですべて対応可能な業務と受援を要する業務を選定する。 

  業務継続計画（ＢＣＰ）には、発災後も継続する必要がある業務及び休止する業務が

あるため、継続する経常業務から本市ですべて対応可能な業務と受援を要する業務を選

定する。 

   
③業務の優先性の確認 

  大規模災害が発生してからの時期や被害の状況により、優先度が変化することがある

ため、時系列的に優先順位を決定する。 

 
④動員体制の確認 

  本市職員数（事務職、技術職、有資格者数）、備蓄物資量、車両数等を把握し、実際に

災害対策業務ごとの動員体制を確認する。なお、動員体制の確認の際は、業務継続計画

（ＢＣＰ）に定めている継続する業務に要する職員や被災する職員、ローテーションに

よる勤務体制等についても考慮する。 

   
⑤受援対象業務のリストアップ 

  上記①～④の内容確認後、受援が必要な業務としてリストアップする。 

 

⑥受援シート・業務フローの作成 

   リストアップした受援対象業務にかかる受援シート・業務フローを作成する。 

 
 

図-３ 受援対象業務選定のフロー 
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第３節 応援要請の種類 

 

 応援の要請を早期に躊躇なく行うために、下記のパターンに基づき、初動の応援要請について

定めることとする。 
 

 

 
 

図-４ 初動の応援要請のフロー 

状況報告

・被害状況

・職員の被災状況
応援要請

災害発生

情報収集

市長応援要請

・災害時の対応に関する

協定を締結している場合
・独自の受援計画や協定に

基づく場合

各班・プロジェクト

・協定に基づかない場合

様式２・３の提出
地方公共団体等

からの自主的な応援

先遣隊からの問い合

わせ

応援受入本部

受援ｼｰﾄ・業務ﾌﾛｰの提出

様式１の提出

様式１の提出・受援シート・業務フローの提出
協定先関係機関

他の地方公共団体 協定先関係機関 TEC-FORCE

(近畿地方整備局

災害マネジメント室)

関西広域連合

全国知事会
全国市長会

自衛隊緊急消防援助隊

様式１・受援シート・業務フローの提出

県を通じて要請

南海トラフ地震にお

ける応急対策職員
派遣制度アクション

プラン

応急対策職員派遣
制度

① 協定に基づかない場合又は協定内容が複数の班やプロジェクトにまたがる場合 

各班・プロジェクトにおいて、応援が必要と判断した場合には、応援受入本部に連絡す

るとともに、「受援シート」及び「業務フロー」を提出する。これらの情報を基に応援受

入本部が「応援要請依頼文書」（様式１）に「受援シート」及び「業務フロー」を添付し

応援要請する。また、応援受入本部は要請結果を各班・プロジェクトに伝達する。 

なお、初動時には応援受入本部から各班・プロジェクトに対して応援要請の必要性の有

無の確認を行い、確認できない場合は、応援受入本部の職員を派遣し、情報収集を行うこ

ととする。 

② 災害時応援協定を締結している場合や全国規模のルールに基づく応援制度が既にある場合 

災害時応援協定を締結している場合や消防本部や水道部のように既に作成されている受

援計画や協定がある場合には、応援受入本部を通さず、担当する各班・プロジェクトと協

定先等の当事者間で連絡調整を行い、応援受入本部には「応援要請報告書」（様式２）を

応援受入本部に提出する。 

③ 応援を要請する前に自主的に応援に来た場合や先遣隊が情報収集に来た場合 

応援受入本部で対応し、必要とされる各班・プロジェクトへの派遣や情報提供等の調整

を行うこととする。 

※各班・プロジェクトは、上記①～③について、応援受入本部の求めに応じて応援受入本部

に「受援状況報告書」（様式３）を提出することとする。 
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➣資料編 資料-2 【人的支援受入】和歌山県による県内市町応援体制(災害時緊急機動支援隊) 

➣資料編 資料-3  【人的支援受入】和歌山県海草振興局による職員の派遣 

➣資料編 資料-4 【人的支援受入】全国知事会による応援要員派遣の流れ 

➣資料編 資料-5 【人的支援受入】全国市長会による応援要員派遣の流れ 

➣資料編 資料-6 【人的支援受入】関西広域連合による応援要員派遣の流れ 

➣資料編 資料-7 【人的支援受入】南海トラフ地震における応急対策職員派遣制度アクションプランによる応援要員派遣の

流れ 

➣資料編 資料-8 【人的支援受入】応急対策職員派遣制度について 

➣資料編 資料-9 【人的支援受入】和歌山県による救助・救出、消火活動等に係る広域応援部隊の県内への進出の流れ 

➣資料編 資料-10 【人的支援受入】和歌山県による広域医療搬送の流れ 

➣資料編 資料-11 【人的支援受入】協定締結先一覧 

➣資料編 様式1   応援要請依頼文書（応援受入本部→和歌山県等） 

➣資料編 様式2   応援要請報告書（各班・プロジェクト→応援受入本部） 

➣資料編 様式3   受援状況報告書（各班・プロジェクト→応援受入本部） 

  



 

11 

 

第
２
章 

人
的
支
援
受
入
計
画 

第４節 応援側へ発信する情報 

  

大規模災害時に応援側へ発信する情報は、受援シートを活用し、下記内容に留意することとす

る。 

 

 

  

①通行止めの状況、宿舎等の受入条件等、支援者の活動に有益な情報 

②支援する際に避けてほしい内容の情報 

③資格・経験の必要性の有無 

④要請期間（※原則として１週間以上のサイクルを目途に応援要請する） 

⑤要請人数 
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第５節 応援の受入に関する４つの視点 

 

応援の受入については、受援シート・業務フローに基づき各業務ごとに実施することとする。

なお、受援シート・業務フローについては、以下の４つの視点を基にして構成することとする。 
 

 

（１）情報処理活動 

各班・プロジェクトにおいて応援を受入れた場合は、初めに受援担当者を中心として可能な限

り応援職員等とオリエンテーションを開催し、活動する内容や支援の意義を伝える。また、支援

活動にあたり、会議、ミーティング、引継ぎ等を重要視することによって、必要な情報収集、情

報共有体制を確立させることとする。 

 

 

（２）指揮調整体系 

応援側がスムーズに活動できるよう、受援シートにある主担当者と副担当者より的確な指示を

行い、応援側も含めた災害対策本部や応援受入本部との連携をとることとする。 

なお、受援担当者の具体的な役割については、以下のとおりとする。 

   

 
 
現場における迅速かつ的確な対応を行うため、受援担当者及び応援職員に対する現場への権限

委譲については下記のとおりとし、現場で決定した事項については、災害対策本部に後日報告す

ることとする。 

 

  

① 応援職員等の受入に関すること 

② 応援受入本部との連絡及び調整等に関すること 

③ 応援職員等への連絡及び調整等に関すること 

④ その他応援職員等のサポートに関すること 

① 受援担当者や応援職員への決定権を大幅に委譲することとする。 

② 応援業務については、各業務の指揮者の指示の下に活動することを原則としつつ、

緊急性、公平性、正当性を考慮し、必要に応じて業務の担当者の裁量権を広く認め

ることとする。 

③ 応援職員の中で指揮者を決定してもらうこととする。 
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（３）現場対応環境 

応援職員が効率的に活動するために、活動環境や生活環境を整備し、本市が持つ資源を整理す

ることにより、現場対応環境を整えていくこととする。 

また、自衛隊、警察災害派遣隊、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）等の専門部隊についても、

情報や活動拠点の場の提供などの後方支援を行うことから対象とする。 

なお、被害が大きいために、市内で活動環境や生活環境が確保できない場合、近隣市町等の支

援元の自治体に依頼することも検討する。 

①活動環境 

（ア）活動体制、情報、資機材 

  応援職員等を受入れる活動体制等については、事前に地図（ふりがな付き）や資料、資機

材、業務ごとのマニュアルを整備しておき、本市職員とペアで活動できる体制を確保するこ

ととする。また、公共施設など応援職員の執務スペースとして利用可能な場所を事前にリス

トアップしておき、机・椅子、配線、パソコンなど設備関係も整備しておくこととする。 

  なお、発災後の活動体制等の確保については下記のとおりとする。 

①応援職員等を受入れる市有施設の被災状況の確認は、初動時には施設管理課で実施

し、本部事務局情報班にて、「施設管理台帳」（様式４）及び「施設利用状況表」（様式

５）で一元管理し、応援受入本部と調整のうえ、応援職員の執務スペースを各班・プ

ロジェクトごとに確保することとする。 

 

➣資料編 資料-11 【人的支援受入】協定締結先一覧 

➣資料編 様式4 施設管理台帳 

➣資料編 様式5 施設利用状況表 
 

（イ）燃料 

大規模災害時の初動対応を行うための自家用発電機等の使用に際し、最低限の設備（ガソ

リン携行缶等）を確保することとする。同時に、和歌山県石油商業組合海南海草支部と締結

している「災害時における支援協力に関する協定」に基づき、対象となるガソリンスタンド

を災害時における緊急車両の優先的な燃料供給先とすることで、応援職員等を含めた緊急車

両の燃料補給体制を確保することとする。 
 

➣資料編 資料-11 【人的支援受入】協定締結先一覧 
 

（ウ）応援側に携行を要請する品目例 

   災害の規模及び被災の状況等により活動環境にかかる応援側への資機材等の提供が困難で

あると判断された場合には、下記を参考に応援側に対して相当日数の活動環境にかかる資機

材等の携行を要請することとする。 
 

【応援側に携行を要請する品目例】 

①個人装備品（ライト、ヘルメット、マスク、手袋、雨具、長靴等） 

②カーナビゲーション、地図等 

③携帯電話、無線、トランシーバー、パソコン等の通信機器 

④車両等の移動手段及び非常用燃料 

⑤発電機等非常用電源 
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②生活環境 

（ア）食料、飲料水 

応援職員等の自己完結を原則とするが、それが不可能な場合、必要最低限の食料及び飲料

水は物資輸送・調達プロジェクトで準備することとする。 
 

（イ）宿舎、ベースキャンプ、駐車場 

応援職員等の自己完結を原則とするが、それが不可能な場合は、下記のとおり必要最低限

の宿舎、ベースキャンプ、駐車場等は応援を要請した担当部・プロジェクトで確保すること

とする。 

①宿舎については、各班・プロジェクト所管の施設を本部事務局情報班にて「施設管理台

帳」（様式４）及び「施設利用状況表」（様式５）で一元管理し、応援受入本部と調整の

うえ、必要とする担当班・プロジェクトごとに確保することとする。 

②ベースキャンプや駐車場については、本部事務局情報班にて「空地管理台帳」（様式

６）及び「空地利用状況表」（様式７）で一元管理し、応援受入本部と調整のうえ、必

要とする担当班・プロジェクトごとに確保することとする。 

 

➣資料編 資料-11 【人的支援受入】協定締結先一覧 

➣資料編 資料-12 【人的支援受入】ヘリコプターの発着可能地 

➣資料編 資料-13 【人的支援受入】和歌山県の応援要員の活動拠点（救助・救出、消火活動、航空搬送拠 

点等）～コスモパーク加太（県消防学校）、和歌山大学、近畿大学生物理工学部～ 

➣資料編 様式4 施設管理台帳 

➣資料編 様式5 施設利用状況表 

➣資料編 様式6 空地管理台帳 

➣資料編 様式7 空地利用状況表 
 

（ウ）応援側に携行を要請する品目例 

   災害の規模及び被災の状況等により生活環境にかかる応援側への食料等の提供が困難であ

ると判断された場合には、下記を参考に応援側に対して相当日数の生活環境にかかる食料等

の携行を要請することとする。 

 

【応援側に携行を要請する品目例】 

①食料、飲料水     ②寝袋、毛布等      ③トイレパック   

④防寒着 
 

 

（４）民間との協力関係 

大規模災害時には、行政だけの力ではすべてに対応することができないため、民間の力を最

大限活用し、行政と民間がお互いの得意分野を活かして役割分担することで効率的な災害対応

が可能となる。 

事前に民間（ボランティア、企業、ＮＰＯ等）でも対応可能な業務を示しておき、協定等を

結んでおくことや業務委託を行うこととする。 
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第６節 応援要員等の活動拠点（総合体育館・海南サクアス） 

 

 大規模災害等が発生し、救助・救出、消火活動等のため、自衛隊や緊急消防援助隊等の派遣を

要請する場合は、下記の施設を活動拠点とする。 

 

（１）総合体育館及びその周辺 

 
【総合体育館内】 

 ・海南市消防本部 研修室(2F） 

・海南警察署 卓球室(2F) 

・陸上自衛隊 体育室(1F) 

 ・アリーナ(2F)は防災機関共有スペース 

・観覧席は宿営スペース 

 ・トレーニング室(2F)は機器の整理により活用可 

 

【各隊の想定拠点スペース】 

 ・海南市消防本部 体育館周辺の駐車場 

 ・海南警察署   体育館周辺の駐車場 

 ・陸上自衛隊   市民グラウンドの1/2程度 

 ・緊急消防援助隊・警察災害派遣隊 市民グラウンドの1/2程度と周辺の駐車場 

 ・ＤＭＡＴ・ＤＨＥＡＴ・ＤＰＡＴ等 館内アリーナ・テニスコート 

  

※現在、（旧）わんぱく公園風の子館が改修中につき、当面の間、下津保健福祉センターにて、災

害ボランティアセンターを設置することとする。（海南市社会福祉協議会） 

※応援要員の活動拠点が不足する場合は、総合体育館周辺にある上記以外の敷地や市役所周辺の

応援協定先の用地などの確保に努め、調整を図る。 

※避難スペースにいる避難者については、各隊の活動開始に支障をきたさないよう、避難所への

誘導を促す。 

 

1,900 ㎡ 

駐車場（避難スペース） 市民グラウンド 

1,250 ㎡ 

駐車場 

1,200 ㎡ 

ヘリポート 

2,500 ㎡ 

総合体育館 

1,900 ㎡ 

応援要員の活動拠点 

（救助・救出、消火活動等） 

1,850 ㎡ 

1,500 ㎡ 

（旧）わんぱく公園駐車場 

(避難スペース) 

テニスコート 

12,300 ㎡ 
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（２）道の駅 海南サクアス駐車場 

【道の駅海南サクアスの活動スペース】 

・北側駐車場 

・南側駐車場 

 ・芝生広場 

 

【想定する応援部隊】 

 ・陸上自衛隊    

 ・緊急消防援助隊 

・警察災害派遣隊  

 ・ＤＭＡＴ・ＤＨＥＡＴ・ＤＰＡＴ等  

 

 
 

 

※避難スペースにいる避難者については、各隊の活動開始に支障をきたさないよう、避難所への

誘導を促す。 

  

7,266 ㎡ 

500 ㎡ 

応援要員の活動拠点 

（救助・救出、消火活動等） 

駐車場（避難スペース） 
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第７節 費用負担 

 

協定や要請に基づく応援の場合には、応援職員の旅費、救援物資の購入費、車両等の燃料費、

機械器具類の輸送費等については、概ね市が負担することとされており、詳細はそれぞれの協定

等で定められているとおりとする。また、被災程度により災害救助法が適用されると、避難所の

設置等一部業務の費用については和歌山県が支弁することの周知を行うこととする。 

なお、要請に基づかない自主的な応援の場合については、応援に要する費用の負担を応援側に

依頼することとする。 

 

第８節 長期化への対応 

 

長期間にわたる復旧、復興への取組みを継続していくために、長期化の予想が見込まれた時点

で、職員間のローテーションにより職員の健康管理を図りながら息の長い対応をしていくことと

するが、職員の全てが一度に入れ替わることがないよう、業務の継続性を意識したローテーショ

ンをとることとする。 

その中で、本市職員でカバーしきれない部分については、応援職員やボランティア等の理解を

得たうえで対応を依頼することとする。 
 

第９節 応援の撤収要請 

 

各業務フローのチェックリストに基づき、応援の目的が達成されたとき、又はその必要がなく

なったときは、災害対策本部長もしくは担当班・プロジェクト長は応援側と協議のうえ、撤収要

請の旨を伝え、「職員撤収要請書」（様式８）を提出することとする。 

また、応援側の事情による応援終了の判断については、その意向に従うこととする。 

 

➣資料編 様式8 職員撤収要請書（応援受入本部→応援側）   
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第３章 物的支援受入計画 
 

 大規模災害時の支援物資の受入については、交通の遮断や燃料不足、被災状況や支援ニーズの

把握が困難なことにより受入調整に時間を要するなど、様々な問題が生じることが予想される。

また、支援物資の受入や管理、輸送は専門の技術が必要となることから、平常時から協定先民間

企業との連携が必要となる。 

物資の調達等については、「海南市物資輸送・調達マニュアル(令和元年度策定)」に基づき実

施することとし、協定先等との連携の調整や、内閣府が整備している「新物資システム（B-

PLo）」の活用により、円滑に実施できるよう努める。 

 

 

第１節 物的支援の基本的な考え方 

災害発生後３日目までは１日分を住民自身が、１日分を本市が、１日分を県が備蓄するという

和歌山県の「地震災害対策のための備蓄基本方針」に基づき、それぞれが備蓄している物資を被

災者へ供給することで対応する。 

一方、本市が保有している備蓄物資が枯渇した後においては、必要な物資を調達し、被災者へ

供給するものとする。 

主な供給の枠組みは、 

① 協定企業等からの提供による供給 

② 相互応援協定による他自治体等からの提供による供給 

③ 県への要請による供給 

原則として本市が①、②の枠組みで供給を試み、それでは対応できない場合は③の枠組みで県

へ要請するものとする。 

また、政府の緊急災害対策本部により、必要不可欠と見込まれる物資を被災自治体からの要請

を待たずに緊急輸送するプッシュ型支援が、県を通じて調整されたうえで行われる可能性もあ

る。  

 

第２節 支援物資の応援要請・調達方法 
 

（１）応援要請 

 物的支援にかかる応援要請については、物資輸送・調達プロジェクトが行うこととし、和歌山

県や応援協定先等に対して実施することとする。 

➣資料編 資料-14 【物的支援受入】協定締結先一覧  

➣資料編 資料-15 【物的支援受入】和歌山県による救援物資等調達の流れ 

➣資料編 資料-16 【物的支援受入】和歌山県への物資供給要請手順 
 

 

（２）調達方法 

支援物資の調達方法としては、次頁内容を想定し、県や協定先等から提供を受けたもの等を市

で定める地域内輸送拠点に集積し、被災者に配布することとする。 

➣資料編 資料-17 【物的支援受入】和歌山県ビッグホエール（第１広域防災拠点）の概要 

➣資料編 資料-18 【物的支援受入】橋本市運動公園（第４広域防災拠点）の概要 
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図-５ 支援物資等の調達方法のフロー 
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第３節 支援物資の受入業務の役割 

 

（１）各プロジェクト、関係機関の役割 

 支援物資の受入等にかかる各プロジェクト及び関係機関の役割については下記のとおりとする。

また、各プロジェクトにおいては、事前に下記担当者を決定しておくこととする。 

①「需要把握」担当（避難所管理プロジェクト） 

  各避難所の物資のニーズを把握し、「物資調整」担当に報告する。 

②「物資調整」担当（物資輸送・調達プロジェクト） 

  「需要把握」担当から要請のあった内容をとりまとめるとともに、「拠点内業務」担当と

連携を取り、物資の在庫の把握をする。在庫がない物資については、「調達」担当に対して

物資の調達を要請することとし、在庫がある物資については、「拠点内業務」担当に対して

物資の出荷を、「輸送」担当に輸送を要請する。 

③「拠点」担当（物資輸送・調達プロジェクト） 

  地域内輸送拠点の必要面積を推計し、和歌山県倉庫協会等と連携しながら、使用する施

設を選別する。 

④「調達」担当（物資輸送・調達プロジェクト） 

  「物資調整」担当から在庫がない物資の調達要請を受け、和歌山県や協定先等の物資提

供者に対して物資の提供を要請する。 

⑤「輸送」担当（物資輸送・調達プロジェクト） 

  物資の輸送に関しては、「物資調整」担当からの要請に基づき、和歌山県トラック協会と

連携し、「配車計画」を作成するとともに、地域内輸送拠点や避難所に対して物資を輸送す

る。 

⑥「拠点内業務」担当（物資輸送・調達プロジェクト） 

  「物資調整」担当からの入出庫の要請に基づき、物資の入出荷に必要な人員・荷役機器・

資機材を和歌山県倉庫協会等と連携し、準備するとともに、「輸送」担当作成の「配車計画」

を照合・確認し、物資の入出荷を行う。業務終了後には、「配車計画」に記載された入出荷

物資に関する情報を整理し、在庫量を算出し、「物資調整」担当に報告する。 
 

また、支援物資等の受入から輸送までの手順は、以下のとおりとする。 

 
 

二次物資拠点

「拠点内業務」担当

・物資の管理
・物資の取扱い作業

物流事業者等

施設管理者等

【「物資」部門】

【「物流」部門】

「輸送」担当 「拠点」担当

・配車計画の
策定
・輸送手段の
確保

・拠点の確保

避難所管理
プロジェクト・物資の調達

・調達結果の
回答

・需要と調達の調整
・調達計画の策定
・支援計画の策定
・輸送の指示
・拠点確保の指示
・物資拠点への入出荷
指示

・需要の把握
・供給見通し等の回
答 避難所

在宅避難者

「調達」担当 「物資調整」担当 「需要把握」担当 需要報告

供給見通し

需要報告

供給報告

調達要請

調達結果

輸送状況

輸送指示

拠点確保指示

拠点確保状況

拠点確保要請

輸送指示輸送結果

拠点確保結果

図-６ 支援物資の受入等業務の手順 
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第４節 地域内輸送拠点の設置 

 

（１）地域内輸送拠点の選定 

 地域内輸送拠点の選定は物資輸送・調達プロジェクトが行うこととし、下記の対象施設から地

域内輸送拠点を決定することとする。 

番号 名称 管理者 
所在地 敷地面積 

（㎡） 

上屋面積 

（㎡） 
備考 

緯度 経度 

① 大十倉庫 大十㈱ 
海南市高津 939-3 

991 643  
34.194746 135.30153 

② 海南営農生活ｾﾝﾀｰ 
和歌山県農

業協同組合 

海南市小野田 1633-1 
3,630 450  

34.161397 135.246214 

③ 下津営農生活ｾﾝﾀｰ 
和歌山県農

業協同組合 

海南市下津町下 225 
4,437 1,750 

肥料倉庫は

旧耐震基準 34.125055 135.164189 

④ 仁義集荷場 
和歌山県農

業協同組合 

海南市下津町引尾 758-1 
600 480 旧耐震基準 

34.123602 135.220676 

⑤ サンコー物流ｾﾝﾀｰ ㈱サンコー 
海南市阪井 1440-1 

5,723 3,440  
34.15901 135.27131 

⑥ 海南市民体育館 海南市 
海南市日方 1274 

2,510 784 
津波浸水 

区域内 34.155713 135.206614 

⑦ 海南市拝待体育館 海南市 
海南市下津町下津 500-1 

2,101 1,801 
津波浸水 

区域内 34.109037 135.15079 

⑧ 海南果汁倉庫 
㈱農協物流

わかやま 

海南市日方 1294-10 
－ 6,726 

(※1F、2F) 
津波浸水 

区域内 34.154299 135.202304 

⑨ 多目的倉庫 
㈱農協物流

わかやま 

海南市日方 1294-11 
1,747 1,747 

津波浸水 

区域内 34.152441 135.202084 

⑩ 
JA わかやま ながみ

ね地域本部駐車場 
和歌山県農

業協同組合 

海南市大野中 718-1 
1,580 － 

駐車場のため屋根

を有しない 
34.155221 135.231517 

⑪ 
とれたて広場駐車

場 

和歌山県農

業協同組合 

海南市重根西 2-3-5 
2,500 － 

駐車場のため屋根

を有しない 
34.155949 135.245776 

⑫ サンコー倉庫 ㈱サンコー 
海南市阪井 1755-1 

1,560 661.5  
34.159794 135.267099 

⑬ 
ハルナプロデュー

ス㈱第３倉庫 

ハルナプロ

デュース㈱ 

海南市七山 719-2 
4,833 1,082 

(※2F のみ) 
旧耐震基準 

34.192098 135.306463  

 
図-７ 地域内輸送拠点位置図 
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（２）地域内輸送拠点の必要な要件 

また、（１）の施設以外に地域内輸送拠点を設置する場合は、以下の要件を満たすものを選定

することとする。 

 

【必要な要件】 

 

（３）支援物資集積場所に必要な資機材 

 支援物資集積場所に必要な資機材については、下記を参考にすることとする。 

 

 

（４）地域内輸送拠点での救援物資の取扱い 

 地域内輸送拠点において円滑に物資を仕分けし、払出しを行うためには適切な物資の保管が重
要であるため、「拠点内業務」担当は受け入れた救援物資を種類、品目毎に固めて保管し、地域
内輸送拠点内は常に整理された状態に保つことに留意するものとする 。 
また、物資の配置物資の配置図を作成し、拠点内に貼り出し、拠点内で作業する者全員が必要

な物資の保管場所を常に把握できる体制を整えるものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①立地要件 

 ・津波浸水域想定区域外にあること 

 ・緊急輸送道路上若しくはその近傍に位置し、災害時における陸送アクセスが確保できる

こと 

②施設要件 

 ・屋根を有すること 

 ・新耐震基準に適合した施設であること（昭和56年６月１日以降に耐震補強工事等を実施

した施設は可） 

 ・支援物資が滞留しないように、上屋（物資の荷捌き、一時保管を行う施設）及び敷地が

十分なスペースを有していること 

 ・大型・中型トラックが接車できる若しくは建物内に入れること 

 ・膨大な物資の集中的な受入を予定している施設の場合、人力による荷捌きは困難なた

め、フォークリフトやハンドリフトの使用を想定すること 

カメラ、通信機器、ハンドマイク、軍手、雨具、段ボール箱、はさみ、筆記用具、ビニール

紐、フォークリフト、ハンドリフト、台車、テント、ブルーシート、コピー機、照明器具、

延長コード 等 

【配置図イメージ】 
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（５）避難所への物資の輸送 

  避難所への輸送に関しては、災害時応援協定を締結している和歌山県トラック協会と連携し、

避難所に物資を輸送する。 

  なお、トラック協会の応援が受けられない場合は、別途、協定締結している他企業等（佐川

急便㈱、海南青年会議所）に応援を要請し、物資を輸送する。 

  また、協定締結企業の応援が見込めない場合は、地域住民やボランティア等の協力を得るな

どし、避難所への物資の輸送を行う。 
 
  



 

24 

 

第
３
章 

物
的
支
援
受
入
計
画 

第５節 避難所等における物資の必要量・供給量の把握 

  

あらかじめ情報管理する項目を下記の内容を基に決めておき、また、エクセル等で様式を作成

しておくこととする。必要数量と供給可能数量、入庫数量及び出庫数量は集計ができるようにし

ておき、的確なニーズ及び在庫の把握につなげることとする。 

新物資システム（B-PLo）により、在庫数等の情報を関係部署で共有が可能となるため、操作

の習熟に努めることとする。 

なお、県は、市町村が緊急物資の供給要請を行えない場合、実避難者数や被害状況等から品目

や数量の必要量を推計し、プッシュ型支援を行うこととしている。 

 

  

項目 内容 

処理番号 各情報に関して固有の番号を付与する 

情報発信者 情報を発信した氏名、連絡先、要請元等 

情報受信者 情報を受信した氏名、連絡先等 

物資名 
要請する物資名(品目分類含む)。統一していないと様々な記載とな

るためリスト化しておくと管理がしやすい 

必要数量 現場等から要請があった数量 

供給可能数量 備蓄及び被災地外等から供給が可能となる数量 

要請先 被災地外の供給元 

出入庫日時 被災地外からの搬入(入庫)と現場への輸送(出庫) 

入庫数量 実際の入庫数量 

出庫数量 実際の出庫数量 
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第６節 被災者ニーズの的確な把握 

 

被災者のニーズは刻々と変化するため、下記の時期ごとに必要とされる支援物資の例を参考に

各避難所等のニーズを的確に把握することとする。なお、季節や天候、ライフラインの復旧状況

により必要とされる物資の種類が異なってくることも考慮することとする。 

 

 

 

第７節 義援物資の取り扱い 

  

必要物資の確保と過剰な在庫の発生を防止するため、企業、個人等からの申出による義援物資

の取り扱いをあらかじめ決めておき、災害時に適切に広報することとする。 

 なお、個人から直接送られてくる義援物資については、大口のものは市が必要とする品目のみ

受入ることとし、小口のものは仕分け作業等に相当の労力が割かれるため、原則受け取らないこ

ととし、義援金による支援を依頼することとする。 

 

時期 必要とされる支援物資の例 

発災後から概ね３日まで 

【食料、飲料水等】アルファ化米、乳幼児用粉ミルク、介護食等食

品（ノンアレルギー食品含む）、飲料水 等 

【生活必需品】毛布、トイレ袋 等 

【衛生用品】哺乳瓶、紙おむつ（大人用、子ども用）、生理用品 等 

【資機材】投光器、救急箱、ブルーシート 等 

発災後３日以降 

上記に加え、 

【生活必需品】仮設トイレ（トイレカー等） 

【衛生用品】下着 等 

【資機材】パーテーション、大鍋、マット、洗面用具、トイレ清掃

道具、ベビーカー、医薬品、マスク 等 

※季節に応じて、防寒着、夏物衣料、ストーブ、扇風機、蚊取線香、

殺虫剤 等 
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第４章 災害ボランティア受入計画 
 

 大規模災害時の災害ボランティアの受入については、本市からの派遣要請によるものだけでな

く、被災地に訪れる応援受入本部等が関知しない個人や組織への対応も想定される。 

 これらの受入について事前に対応方法を決めておくことにより、迅速かつ効果的な支援を受け

ることが可能となる。災害ボランティア受入の詳細については、市社会福祉協議会が中心となり

「災害ボランティアセンター設置運営マニュアル」にて策定することとし、受援計画においては

災害ボランティアセンターを運営していくうえで市が支援を行う項目を定めておくこととする。 

 

第１節 災害ボランティアの受入方法 

 

 災害ボランティアの受入方法については、下記の方法がある。 

一般ボランティアの受入については、生活再建支援プロジェクトからの活動依頼により、市社

会福祉協議会が災害ボランティアセンターを設置し、一般ボランティアの登録・受入を行うこと

とし、専門ボランティアの受入については、各班・プロジェクトからＮＰＯ等に依頼し専門ボラ

ンティアの派遣を受けることとする。 

なお、被災状況により市災害ボランティアセンターの設置・運営ができない場合には、県災害

ボランティアセンター（県社会福祉協議会）に支援を要請することとなる。 

 

 
 

図-８ 災害ボランティア受入のフロー 

 
➣資料編 資料-19 【災害ボランティア受入】協定締結先一覧 

➣資料編 資料-20 【災害ボランティア受入】和歌山県社会福祉協議会による災害救援ボランティアセンター 

設置に係る支援ネットワーク体制 
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第２節 災害ボランティアセンターへの支援内容 

 

 発災時に災害ボランティアセンターの運営にあたって設置場所や資機材及び職員の派遣など市

から提供するもの、また、その提供方法を定めておくこととする。 

 
（１）災害ボランティアセンターの設置場所の提供 

  災害ボランティアセンターの設置については、設置の決定手順、設置場所の基準、市社会福

祉協議会以外の関係機関への連絡方法を予め定め、発災時に市社会福祉協議会等と連携し迅速

に立ち上げることとする。 

  なお、災害ボランティアセンターの設置及び現地活動拠点を決定する際に、市が提供する設

置場所の基準は下記のとおりとする。 

 

 

（２）活動に必要な資機材等の提供 

災害ボランティアセンターの運営にかかる資機材（機材・通信機器・事務用品・交通手段・

衣類・生活用具等）については、災害ボランティアセンター設置箇所に従来からある資機材を

利用することとし、不足分については、市が協定先等から調達し災害ボランティアセンターに

提供することとする。 

なお、ボランティア活動用資機材のうち、マスクや軍手等の消耗品については原則としてボ

ランティアに持参を依頼することとする。 
 

（３）職員の派遣及び役割 

災害ボランティアセンターの運営は原則社会福祉協議会の職員が行うが、市職員の派遣につ

いては応援の要請があった場合に派遣を検討することとする。 

また、職員が派遣された場合に担う主な役割は、下記のとおりとする。 

 

 

（４）資金確保への支援 

各種の助成金確保や市ホームページ等による支援金の募集、さらには直接支援も検討してお

くこととする。 

①被災地になるべく近いところであること。 

②情報共有・意見交換が容易に行えること。 

③交通の便に優れていること。 

④ある程度の期間利用が可能であること。 

⑤事務スペースのほか、打ち合わせスペースや広い駐車場があること。 

①被災状況など災害対策本部からの情報収集と災害ボランティアセンターへの情報提供 

②被災者ニーズを的確に把握するための関係団体への協力要請や情報伝達 

③ボランティアの受入やマッチング状況について災害ボランティアセンターから災害対策本

部への情報伝達 

④受入が進まない地域については、自主防災組織や自治会等の地域団体に依頼・調整を実施 


